　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成２７年度
国の施策並びに予算に関する提案・要望
（住宅・まちづくり関連）
平成２６年７月
大阪府
日頃から、大阪府の住宅まちづくり行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
本府においては、活力と魅力ある都市空間の創造に向けて、官民一体となった取組みを進めるとともに、府営住宅や民間住宅を活用した安心できる住まいの確保、住宅・建築物のバリアフリー化など、府民の誰もが安全で安心して暮らせる住まいとまちの実現に向けた取組みを進めています。
近い将来の発生が確実視されている南海トラフ巨大地震や上町断層帯等の活断層による直下型地震への対応は、喫緊に取り組まなければならない課題です。府民の生命を守り被害を最小化する減災の観点から、著しく危険な密集市街地の整備促進や住宅・建築物の耐震化の取組みの重要性・緊急性は一層高まっており、早急に対応策を講じる必要があります。
また、東日本大震災以降電力需給が厳しい状況の中、エネルギー需要の抑制、省エネ化も喫緊の課題であり、全エネルギー使用量の約３分の１を占める建築物関連における新たなエネルギー社会の構築についても積極的に取り組む必要があります。
これらの施策を遂行していくためには、なお多くの面で制度の改善や財政措置の充実強化が必要です。
平成27年度の国家予算編成にあたりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　松 井　一 郎
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災害に強い住まいと都市の形成
　南海トラフ巨大地震等に備え、生命を守り被害を最小化する減災の観点から、災害に脆弱な密集市街地の整備や、生活の基盤となる住宅・建築物の耐震化を早急に進めることが喫緊の課題である。このため、災害に強い住まいと都市の形成を強力に進めることができるよう、積極的な対応策を講じられたい。
1． 密集市街地整備の促進 【国土交通省】
密集市街地における地区公共施設や延焼遮断帯の整備などをこれまで以上に強力に進めるため、国費の重点配分を行うとともに、以下の制度拡充などを図られたい。

◇　住宅市街地総合整備事業において、地区公共施設整備、老朽住宅除却、延焼遮断帯の整備などの国費率の引き上げ

◇　地方債に関する特別措置（起債充当率や元利償還に対する交付税措置について東日本大震災の復興事業と同等の措置）
◇　防災街区整備事業を強力に促進させるため、従前資産に対応して与えられる権利床を取得した場合の固定資産税の減額措置の延長

2． 住宅・建築物の耐震化の促進 【国土交通省】

住宅・建築物の耐震化を強力に進めるため、以下の耐震改修補助制度の国費率の引き上げや特別交付税措置の拡充などを図られたい。

◇　広域緊急交通路沿道建築物、不特定多数の者が利用する大規模建築物等における耐震対策緊急促進事業の国費率の引き上げ及び特別交付税措置の拡充

◇　平成22年度補正予算において実施された住宅の耐震改修等に対する緊急支援事業の復活
◇　耐震改修促進税制による所得税控除に係る控除額の上限撤廃
3． 社会資本整備総合交付金制度等の充実強化 【国土交通省】
(1) 財源の確保と適正な配分
災害に強い都市づくりを強力に進めるため、「社会資本整備総合交付金」や「防災・安全交付金」等については、個々の事業の重要性や進捗、ピークを適切に見極めた上で、大都市における公営住宅等の耐震化、密集市街地対策の重要性を十分考慮し、本府事業及び市町村事業が安定的かつ確実に実施できるよう必要額を配分されたい。

特に公営住宅関係事業に係る交付金の配分については、地方要望額を大幅に下回る状況が続いており、契約済みの債務負担工事の執行に多大な支障をきたしていることから、必要な予算額を確保するとともに、適正に配分すること。　　　　　　　　　　　　　

(2) 公営住宅に係る制度の充実

公営住宅の耐震化を推進するため、耐震改修や用途廃止などに伴う移転先住宅のエレベーター設置事業や、生活空間の安全な避難経路確保のための住戸内及び団地敷地内の段差解消等の改善事業についても、「防災・安全交付金」の活用が可能となるよう、必要な措置を講じられたい。
活力と魅力ある都市空間の創造

　大都市としてこれまで蓄積された都市資源のポテンシャルを最大限活用し、大阪の都市構造の大胆な転換などにより、活力と魅力ある都市空間の創造を推進することができるよう、積極的な対応策を講じられたい。

1． うめきた（大阪駅北地区）における都市空間創造の推進

【総務省・国土交通省】
　　　国際的ビジネス空間の創出と大規模な「みどり」空間を確保するうめきた（大阪駅北地区）は、大阪・関西圏の発展のみならず、わが国の国際競争力の強化、経済活動の強靭化にも資するものであり、世界にアピールできるビジネス・交流拠点へと再生を進めるため、以下の制度創設、拡充などを図られたい。
◇　鉄道・運輸機構所有地の更地化後の土地を、民間開発の着手までの間、公的機関が全額無利子資金で用地を取得し、一時保有する制度の創設
◇　ＪＲ東海道支線の地下化や新駅の設置などの基盤整備、防災機能を備えた大規模なみどり空間確保を円滑に進めるための補助制度の国費率の引き上げや駅施設への起債充当などの制度拡充
2． 新たなエリアマネジメント手法の構築　
(1) 公共施設管理の行政権の一部付与や法的な権限のもとで財源を確保できるＢＩＤ制度の創設　　　　　　　【総務省・国土交通省】
わが国の都市の成熟化と国際的な都市間競争激化のもとで、これまで蓄積してきた都市ストックの質を高め、有効活用していくことが求められている。

　　　特に企業やＮＰＯなどによるエリアマネジメントを一層促進することにより、都心部を活性化することが不可欠であり、エリアマネジメントの実行主体が活動しやすい環境整備が必要である。

　  そのため、エリアマネジメント団体に公共施設管理の行政権の一部を付与するとともに、活動財源を新たな地方税として対象地域から徴収し、イベント・プロモーション事業にも使えるようにする等、包括的な日本版ＢＩＤ制度の創設を図られたい。
(2) コミュニティ再生機構（ＣＩＤ組織）の提案
～自律的PPP組織による泉北ニュータウンの再生～
【内閣府・国土交通省】
人口減少、地価下落が急速に進む泉北ニュータウンの再生を強力に推進するためには、これまでの各事業主体による個別の対応ではなく、地域を一体的に捉え、その資産を最大限に活用した戦略的な取組みを地域主導で行うことが重要である。

　     このためには、準自治体的な権限を持つ自律的なPPP 組織（CID 組織）が必要であり、この組織に、公共資産の管理や都市計画の権限を付与するとともに、公的資産を譲り受け、事業を実施するための資金確保を容易にするために必要な制度設計、財政的支援を図られたい。
※ＣＩＤ：Community Improvement District （コミュニティ再生地域）

3． 日本の玄関口「りんくうタウン」の活性化

～クールジャパンフロントのまちづくりの推進～
【経済産業省・国土交通省】

　大阪府は、関西国際空港対岸のりんくうタウンに、クールジャパンをコンセプトとした「クールジャパンフロント」のまちを民間の力で実現し、日本のマンガ・アニメのキャラクターなどの海外需要獲得の商材を集積させ、国内外からの集客でにぎわうまちをめざしている。

　国においては、(株)海外需要開拓支援機構（クールジャパン機構）が、ファンド投資により、コンテンツ産業や地域産品等の海外展開を支援しているが、「クールジャパンフロント」のまちづくりは、日本企業の海外進出・拡大を通じた市場の拡大だけでなく、海外展開に向けたプラットフォームとしても活用される長期的な事業であることから、このまちを開発・運営する事業者についてもファンド投資の対象とされたい。
　また、クールジャパン機構や日本政府観光局（ＪＮＴＯ）等の関係機関が連携し、外国人観光客の来訪促進につながるクールジャパンフロントのまちづくりを進めるりんくうタウンの魅力発信に支援・協力されたい。

4． 彩都東部地区の事業化の促進　【国土交通省】

彩都（国際文化公園都市）は、大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点を形成するなど自然と最先端科学が融合する都市づくりを行うため、昭和61年度の構想策定以来、約30年の長期にわたり、大阪府、茨木市、箕面市、都市再生機構等が連携して事業を進めているが、そのうち東部地区については、事業未着手の状況である。

このような中、東部地区（約367ha）のうち先行2地区（約72ha）において平成27年度事業化の目処がたち、近接して平成28年度末の完成目標で新名神高速道路のインターチェンジができるなど、更なる地域ポテンシャルの向上が期待できることから、この機を逃さず事業経験豊富な人材、ノウハウを集中的に投入し、残る295haの事業化を強力に進めることが肝要である。

このため、国におかれては、都市再生機構に対し、彩都における特定土地区画整理事業の施行者としての経緯を踏まえ、引き続き東部地区のまちづくりについて、一定の役割を果たせるよう適切な指導をお願いしたい。
 安心して暮らせる住まいの実現
　住まいは生活の基盤であり、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、積極的な対応策を講じられたい。
１．住宅セーフティネットの確立・強化 【国土交通省・厚生労働省】

国民が主体性を持って自律した生活を確保するためには、生活基盤である住まいのセーフティネットの確立・強化が必要である。

このため、社会保障制度の見直しに当たっては、公営住宅や生活保護（住宅扶助）など多岐に分かれる住宅施策について、総合的な視点に立った仕組み（大阪府が提案した住宅バウチャー制度など）を構築されたい。
新たなエネルギー社会の構築に向けた建築物の質の向上

　東日本大震災以降、電力などエネルギー需要の抑制、省エネ化は喫緊の課題であり、建築物関連のエネルギー消費（空調・照明等）は全エネルギー使用量の約３分の１を占めている。このため、建築物関連における新たなエネルギー社会の構築に向けた積極的な対応策を講じられたい。
１．建築物への新エネ・省エネ設備の導入促進
【経済産業省・国土交通省】

大阪府ではESCO事業を推進することで、トップランナー機器や優れた省エネ技術を採用し、建築物の省エネ性向上に取り組んでいるところであり、これら新エネ・省エネ設備の導入が一層促進されるよう、以下の制度拡充を講じられたい。

◇　ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）実証事業において、省エネ率要件の緩和、設備更新型ESCOや太陽光発電設備等への適用拡大
◇　エネルギー使用合理化事業者支援事業において、補助率の引き上げ、設備更新型ESCOや太陽光発電設備等への適用拡大及び見積もり要件の緩和

◇　建築物省エネ改修等推進事業において、補助率の引き上げ、躯体（外皮）省エネ改修義務要件の除外及び設備更新型ＥＳＣＯや太陽光発電設備等への適用拡大

